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<個人情報の取扱いに関する注意事項>　退職者に係る個人情報は、退職手当共済業務及びこれに附帯する業務の範囲内で利用されます。

【参考】

　　①　再度、当機構の共済制度に加入される場合、下記のチャート図により加入の可否をご確認下さい。

　　②　本申出書のコピー１部を控えとして保管のうえ、再び加入することが可能の場合、本申出書のコピーを法人

　　　　事務ご担当者にお渡しすると共に合算制度を利用していることをお伝えいただくと手続きが円滑に進みます。
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日

私は、下記重要事項説明を理解したうえで、合算制度を利用します。

記入日 977 983

平成 年 月

独立行政法人福祉医療機構　理事長　様

（約款様式第7号の3） 機構受付日付印
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【重要事項説明】

①以下の説明は社会福祉施設職員等退職手当共済法（以下「法」と記載）に基づくものとします。

②退職した場合、退職手当金の請求あるいは法第１１条で規定する被共済職員期間の合算の利用のいずれかを

　選択でき、合算制度の利用は本紙での申出が必要です。

③退職者の犯罪行為による退職（法第１３条）のほか、虚偽報告その他、法の規定により退職手当金が支給され

　ない場合があります。

④次のいずれかに該当するときは、②でいう期間の合算はできません。

ア．退職手当金を請求したとき

イ．退職日を含めて被共済職員としての在籍期間が１年未満のとき

ウ．今回の申出に伴う退職が③に該当するとき

エ．退職後３年以内（平成２８年３月３１日以前の退職においては２年以内）に、再び被共済職員にならなかった

　場合には、期間の合算ができないことを承諾できないとき

　

ア．雇用期間に定めのない職員（いわゆる正規職員）は、採用日から加入します。

イ．１年の雇用期間を定めて使用される職員で、労働時間が就業規則で定める正規職員の所定労働時間の３分の２以上の者は、採用日から加入します。

ウ．１年未満の雇用期間を定めて使用され、その期間の更新により引き続き１年を経過した職員で、労働時間が就業規則で定める正規職員の所定労働

時間の３分の２以上の者は、採用から１年経過した日から加入します。

※非常勤職員、嘱託、パート等の名称で呼ばれる者を含みます。

手順４．加入要件を満たしていますか？ 「被共済職員加入要件」（※）をご確認ください。

□　ご退職から復期期限までに異動先がお決まりになりましたら、再びご加入できるか次の手順でご確認ください。

（留意点）

手順１．復帰期限内ですか？ 復帰期限は、退職から３年以内（但し、平成２８年３
月３１日以前に退職した場合、２年以内）です。

　

手順２．異動先は共済契約している社会福祉法人です
か？

平成１３年度から新規に共済契約する相手は、原
則「社会福祉法人」のみとなっています。

　

手順３．契約対象となっている施設・事業ですか？ 経営する全施設・事業が加入されているとは限りま
せん。また、制度改正後に採用した職員を加入さ
せない手続きをしている場合もあります。

手順５．法人事務ご担当者に「合算申出」として加入手続きをとっていただいてください。

※　「被共済職員加入要件」

　退職手当共済制度の加入対象者は、共済契約者に使用され、かつ、その者の経営する加入対象施設等の業務に常時従事

することを要する職員で次の ア～ウの職員をいいます。

合算制度についてご不明な点があれば忌憚無く独立行政法人福祉医療機構　退職共済課（０５７０－０５０－２９４）にご連絡ください。

いいえ 合算できません

はい
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いいえ 加入できません
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